
福

れ目のない支援体制に

祉

努める。
・第1期障害

の

児福祉計画に基づき、

推

市がこれまで実施して

進

きた療育及び相談活動

上

を活用し、地域支援に

位

努めていく。
援

政策 04 健康で幸せにすごせるまち

施策統括課 障害福祉課 施策統括課長名 森田　吉輝

関連課 障害福祉課

関連する 東久留米市障害者計画、第5期東久留米市障害福祉計画・第1期障害児福祉計画、東久留米市地域福祉計画（第3次改定版）

個別計画等

障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の推進
予定計画事業

・ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者やその家族が住み慣れた地域で安心して生活し

令

ていくためのサービス

和

や
施策に対する

、社会

2

参加に向けた支援を進

年

める。
基本的な考え方

度

・関係機関との連携の

施

もと、障害の特性に応

策

じた情報の内容と提供

評

手段の充実に努め、福

価

祉サービスを円滑に利

表

用できる
（第4次長期

(

体制づくりを進める。

平

総合計画より）

基本事

成

業名（1～3） 第4次

3

長期総合計画における

1

方向性
・障害に対する

年

理解を深め、ノーマラ

度

イゼーションの理念を

振

より浸透するため、啓

り

発活動を推進する。
0

返

9-01 ・障害者及び

り

難病者などが、福祉サ

)

ービスを活用しながら

１

、地域で自立して生活

　

できるよう支援する。

施

日常生活への支援 ・障

策

害者差別解消法、障害

の

者虐待防止法の趣旨を

概

踏まえ、市民等への周

要

知、意識啓発に努める

（

。
・地域自立支援協議

第

会とその専門部会の運

4

営により、第4期（平

次

成27～29年度）及

長

び第5期（平成30～

期

32年度）障害福祉計

総

画の施策の評価・進行

合

管理などを実施する。

計

・障害のある人に対す

画

る理解の周知・啓発を

（

図り、一般就労（企業

後

就労）、就労継続に向

期

けた支援をハローワー

：

クなどの
09-02 関

平

係機関とともに推進す

成

る。

日中活動への支援

2

・就労支援室の活動を

8

通じて、一般企業への

年

就職と定着を総合的に

度

支援する。
・障害者優

～

先調達推進法に基づく

令

調達方針を毎年度策定

和

し、調達実績を公表す

2

るなどして、障害者の

年

工賃向上へつながる
支

度

援を行う。
・身近な地

）

域での活動に積極的に

に

参加できるよう、障害

掲

者の社会活動への参加

げ

を促進する。

・乳幼児

る

健診や発達検診の実施

事

により、障害児（発達

項

障害を含む）の早期発

）

見・療育を推進する。

施

09-03 ・わかくさ

策

学園発達相談室と子ど

名

も家庭支援センターや

0

教育関係機関など、障

9

害児本人を基本に、必

障

要に応じてその家族

障

害

害児への療育支 などに

者

対する相談を行い、切



4次長期総合計画における方向性

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 平成29年度 平成30年度 平成31年度

福祉施設から一般就労への移行者数
1 人 15 11 9

施設入所支援サービス利用者数
2 人 94 95 99

共同生活援助サービス利用者数
3 人 128 148 163

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 平成29年度 平成30年度 平成31年度

本施策を構成する事務事業数 本 54 48 47

トータルコスト 千円 3,890,706 4,003,913 4,275,865

事業費（内書き） 千円 3,695,082 3,808,312 4,073,105

人件費（内書き） 千円 195,624 195,601 202,760

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：平成28年度～令和2年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第



害

向けては、就労支援室

者

「さいわい」と「あお

団

障害者の企業への就職

体

と定着を支援していく

の

。
ぞら」が中核的施設

の

としての役割を担って

自

いる。また、市
役所で

由

も実習生の受け入れを

な

行い、協力企業と共に

選

一般就
労に向けての支

択

援を行っている。「東

と

久留米市障害者優先
調

意

達推進方針」について

思

は、障害者就労施設等

決

からの物品
等の調達を

定

増やすように努めてい

を

る。
2

・わかくさ学園

尊

は、令和２年４月に児

重

童発達支援センター ・

す

令和3年度を始期とす

４

る

る「第2期障害児福祉

地

計画」により、現在の

域

取り組み状
へと移行し

づ

、障害児療育に取り組

く

んでいる。また、健康

り

課 況の確認などについ

が

て、地域自立支援協議

必

会の意見を参考にしな

要

がら検討して
と連携体

で

制をとりながら、市内

　

あ

全域の就学前児童の発

代

達相 いく。
談を受け付

表

け、早期療育につなげ

、

ている。 ・療育の充実

学

を図るため、健康課、

識

教育相談室、学校、幼

経

稚園、保育所等、他
・

験

発達相談室は親子療育

者

をはじめ、18歳まで

、

の障害児相談 施設・関

基

学

係機関との連携を一層

校

進め、市内全域の障害

や

児支援とその対応につ

保

い
支援事業所として、

健

サービス利用計画を作

な

成しており、小 て検討

ど

していく。
中学校、特

の

別支援学校及び教育相

行

談室との連携体制をと

政

り ・引き続き、地域の

本

機

障害児やその家族への

関

相談、障害児を預かる

の

施設への援助
、市内全

代

域の学齢期の児童の相

表

談に対応している。 ・

、

助言を併せて行うなど

障

、地域の中核的な療育

害

支援施設として展開し

福

ていく。
・わくわく健

祉

康プラザで実施してい

事

サ

た親子療育については

ー

・医療的ケア児の支援

ビ

については、地域自立

ス

支援協議会での意見を

を

踏まえなが
、令和2年

提

4月に西部地域センタ

る

ーに移転し、わかくさ

。

学園 ら、児童発達支援

日

センターを中心に検討

常

を進めていく。
分室と

業

生

した。
3

活の支援において、

に

住み慣れた地域で生活

つ

を続 供する事業所の代

い

表からなる「東久留米

て

市地域自立支援協議会

（

」において内容
けたい

1

という障害者の意思に

～

基づき、障害福祉サー

3

ビスを を点検・評価し

）

てきた。令和3年度を

現

始期とする「障害者計

状

画・第6期障害福祉
提

と

供しているが、障害者

課

だけでなく、難病患者

題

等へのサー 計画・第2

令

期障害児福祉計画」に

和

基づき、障害者等を地

3

域社会で支える仕組み

年

ビス提供に向け、積極

度

的かつ丁寧に生活状況

に

の聴取を行な の実現に

向

努める。
っている。 ・

け

市民に対し、「障害者

た

差別解消法」及び「東

方

京都障害者への理解促

向

進及び差
・親なき後を

性

見据えた対策として、

・

特に知的障害者のニー

障

別解消の推進に関する

害

条例」について、地域

者

自立支援協議会やその

の

専門部会と
ズが高いグ

自

ループホームについて

立

は、「障害福祉計画」

と

に 協同し、障害者の差

社

別解消に向けた市民へ

会

の周知、意識啓発に努

参

める。
沿って整備を進

加

めていく必要がある。

を

・障害福祉人材の確保

支

を図るとともに、障害

え

者の高齢化や重度化な

る

どを見据え
・医療費に

た

ついては、心身障害者

め

医療費助成、難病医療

に

費 、障害者の生活を地

は

域全体で支える相談支

、

援体制やサービス提供

障

体制の構築を
1 助成、

害

自立支援医療の助成に

者

より、経済的負担を軽

自

減する 検討していく。

ら

ように支援している。

・

・日中活動の支援にお

自

いては、就労面と生活

立

面の支援を一 ・働くこ

支

とは自己実現と社会参

援

加において重要な要素

サ

であり、努力による自

ー

己
体的に提供し、障害

ビ

者の就労意欲の向上と

ス

一般就労促進を の向上

、

は生きがいにつながる

児

。障害特性、状態によ

童

り、企業就労へのステ

系

ップ
図る必要がある。

サ

また、障害者の社会参

ー

加実現には、地域 アッ

ビ

プをめざす福祉的就労

ス

の充実に向け支援して

に

いく。
との交流を図り

つ

ながら進めていくこと

い

が大切である。障害 ・

て

障害者就労支援室「さ

は

いわい」、「あおぞら

、

」を中心に、ハローワ

障

ークなど
特性の理解に

害

向け、意識啓発とその

当

周知が求められる。 の

事

関係機関とともに、企

者

業に対して障害者に対

や

する理解の周知・啓発

障

を図り、
・一般就労に



暮らせる地域づくり」】

・令和3年度を始期とする「障害者計画・第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画」に沿って、障害者が必要とするサービス

を適切に利用できるよう、サービス基盤の整備に努めていく。

・令和2年4月にわかくさ学園が児童発達支援センターへ移行した。これまで行ってきた通所支

４

援や相談支援に加え、

　

療育の知見

やノウハウ

基

を活かし、発達健診へ

本

の職員の派遣をはじめ

事

、庁内連携や関係機関

業

との連携を強化し、発

に

達に課題などのある支

つ

援が

必要な子どもの早

い

期発見・早期療育に努

て

め、加えて、保育園や

（

幼稚園などへの巡回相

4

談などを実施すること

～

で、広く発達に課題

の

5

ある子どもに対して支

）

援を行っていく。

・「

現

東久留米市地域自立支

状

援協議会」において取

と

り組む障害福祉関係者

課

の相互連携、地域にお

題

ける情報共有、障害者

令

・児への支

援体制の整

和

備等に係る協議・活動

3

を支援していく。　

６

年

　令和3年度の施策の

度

位置づけ

に向けた方向性

4

5

５　令和3年度に向けた施策方針

【第５次長期総合計画における施策名「障害者がいきいきと
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